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平成 18年 ８月 ８日 

平成18年12月期              個別中間財務諸表の概要 

上 場 会 社 名 

コカ・コーラウエストホールディングス株式会社 

（近畿コカ・コーラボトリング株式会社分） 上 場 取 引 所 東 大 福 

コ ー ド 番 号 ２５７９（旧コード番号：２５７６） 本社所在都道府県 福岡県 

（URL    http://www.ccwh.co.jp/ ）   

代 表 者 役職名 代表取締役、ＣＥＯ 氏名 末吉 紀雄   

問 合 せ 先 責 任 者 役職名 執行役員財務ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｼﾞｬｰ 氏名 田口 忠憲 ＴＥＬ（092）283-5714 

中間決算取締役会開催日 平成 18 年８月８日 配 当 支 払 開 始 日 平成 18 年９月 1日

単元株制度採用の有無 有(１単元 100 株)   

 
１．18年12月中間期の業績（平成18年１月１日～平成18年６月30日） 

（１）経営成績                             記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年６月中間期 72,446 （△3.5） △179 （ ― ） 114 （△91.9）

17 年６月中間期 75,080 （△6.6） 1,011 （△39.5） 1,417 （△24.2）

17 年 12 月期 158,338 3,674 4,530 

 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭  

18 年６月中間期 △25 （ ― ） △0 40 

17 年６月中間期 630 （228.6） 10 09 

17 年 12 月期 2,774 43 87 

（注）①期中平均株式数   18年６月中間期 62,530,217株   17年６月中間期 62,535,399株    17年12月期 62,533,380株 

②会計処理の方法の変更 有 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率 

 
（２）財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

              百万円          百万円 ％ 円     銭 

18 年６月中間期 101,354 73,058 72.1 1,168 39 

17 年６月中間期 106,349 72,009 67.7 1,151 57 

17 年 12 月期 101,647 73,960 72.8 1,182 29 

（注）①期末発行済株式数 18年６月中間期 62,529,647株 17年６月中間期 62,531,581株 17年12月期 62,530,689株 

②期末自己株式数  18年６月中間期     61,402株 17年６月中間期     59,468株 17年12月期     60,360株 

     

２．18年12月期の業績予想(平成18年１月１日～平成18年12月31日) 

 売上高 経常利益 当期純利益 

              百万円          百万円          百万円 

通  期 ― ― ― 

（参考）①１株当たり予想当期純利益   （通 期） ―円  ―銭 

        ②営業利益                      （通 期）   ―百万円 

※当社は平成18年6月27日に上場廃止となっており、通期の業績予想につきましては、親会社のコカ・コーラウエストホールディ

ングス株式会社の連結業績予想をご参照ください。 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

17 年 12 月期 12 12 24 

18 年 12 月期（実績） 12 －  

18 年 12 月期（予想） － － － 

（注）平成18年12月期（予想）期末1株当たり配当金につきましては、親会社のコカ・コーラウエストホールディングス株式会社

の配当状況をご参照ください。 
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１．中 間 財 務 諸 表 等 
（１）中間財務諸表 

      ①中間貸借対照表 
（単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成 17 年  ６月 30 日）） 

(Ｂ) 

当中間会計期間末 

（平成 18 年  ６月 30 日） 

（Ａ） 

比較増減 

（Ａ）-（Ｂ） 

前事業年度 

要約貸借対照表 

（平成 17 年 12 月 31 日） 
区  分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比

（資産の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  3,053 2,992 △61 6,068

２ 受取手形  3 0 △3 0

３ 売掛金  10,029 9,831 △198 9,100

４ 有価証券  － 5 5 －

５ たな卸資産  4,802 4,981 179 4,664

６ 繰延税金資産  2,418 1,905 △512 1,906

７ その他 ※１  8,911 4,810 △4,101 5,058

  貸倒引当金  △30 △29 1 △27

流動資産合計  29,189 27.5 24,497 24.2 △4,691 26,771 26.3

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(１)建物 24,244  25,855  25,810

  減価償却累計額 12,709 11,535 13,516 12,338 802 13,075 12,735

(２)機械及び装置 26,674  28,103  28,045

  減価償却累計額 20,836 5,837 21,768 6,335 497 21,201 6,844

(３)販売機器 60,549  59,384  59,642

  減価償却累計額 45,374 15,174 44,552 14,831 △342 45,359 14,283

(４)土地  17,088 17,921 832 17,088

(５)建設仮勘定  1,917 577 △1,339 85

(６)その他 8,746  9,352  9,183

  減価償却累計額 6,678 2,068 7,098 2,254 185 6,899 2,284

有形固定資産合計  53,621 50.4 54,258 53.5 636 53,321 52.5

２ 無形固定資産    

(１)ソフトウェア  2,932 3,052 120 3,079

(２)その他  294 261 △32 353

無形固定資産合計  3,227 3.0 3,314 3.3 87 3,433 3.4

３ 投資その他の資産    

(１)投資有価証券  2,652 3,471 819 3,607

(２)関係会社株式  5,853 5,783 △70 5,783

(３)長期貸付金  4,409 3,442 △967 2,660

(４)繰延税金資産  4,345 3,848 △497 3,277

(５)その他  3,457 3,283 △174 3,346

  貸倒引当金  △408 △546 △137 △554

投資その他の資産合計  20,310 19.1 19,283 19.0 △1,026 18,120 17.8

固定資産合計  77,160 72.5 76,857 75.8 △302 74,875 73.7

資産合計  106,349 100.0 101,354 100.0 △4,994 101,647 100.0
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                                             （単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成 17 年   ６月 30 日） 

（Ｂ） 

当中間会計期間末 

（平成 18 年   ６月 30 日） 

（Ａ） 

比較増減 

（Ａ）-（Ｂ） 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成 17 年 12 月 31 日) 
区  分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比 

（負債の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  834 3,251 2,417 3,143

２ 短期借入金  12,328 6,080 △6,248 3,344

３ 未払金  2,780 2,511 △269 3,978

４ 未払費用  4,428 4,324 △103 4,482

５ 未払法人税等  66 15 △51 124

６ 預り金  2,349 2,740 391 2,685

７ 役員賞与引当金  － 9 9 －

８ その他 ※１  1,216 1,514 298 1,039

流動負債合計  24,004 22.6 20,447 20.2 △3,557 18,797 18.5

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  5,680 3,000 △2,680 4,000

２ 長期未払金  3,341 3,240 △101 3,330

３ 退職給付引当金  866 1,234 367 1,079

４ 役員退職慰労引当金  127 101 △25 157

５ その他  319 272 △47 322

固定負債合計  10,335 9.7 7,848 7.7 △2,486 8,889 8.7

負債合計  34,339 32.3 28,295 27.9 △6,043 27,686 27.2

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  10,948 10.3 － － △10,948 10,948 10.8

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  10,040 － △10,040 10,040

  資本剰余金合計  10,040 9.5 － － △10,040 10,040 9.9

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  1,618 － △1,618 1,618

２ 任意積立金  47,314 － △47,314 47,314

３ 中間（当期）未処分 

   利益  1,900 － △1,900 3,294

  利益剰余金合計  50,834 47.8 － － △50,834 52,228 51.4

Ⅳ その他有価証券評価 

    差額金  238 0.2 － － △238 796 0.8

Ⅴ 自己株式  △51 △0.1 － － 51 △52 △0.1

資本合計  72,009 67.7 － － △72,009 73,960 72.8

負債・資本合計  106,349 100.0 － － △106,349 101,647 100.0
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                                             （単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成 17 年   ６月 30 日） 

（Ｂ） 

当中間会計期間末 

（平成 18 年   ６月 30 日） 

（Ａ） 

比較増減 

（Ａ）-（Ｂ） 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成 17 年 12 月 31 日) 
区  分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  － 10,948 10.8 10,948 －

２ 資本剰余金    

 (1)資本準備金 －  10,040  －

  資本剰余金合計  － 10,040 9.9 10,040 －

３ 利益剰余金    

(1)利益準備金 －  1,618  －

(2)その他利益剰余金    

配当準備積立金 －  700  －

固定資産圧縮積立金 －  514  －

別途積立金 －  47,100  －

繰越利益剰余金 －  1,487  －

利益剰余金合計  － 51,421 50.7 51,421 －

４ 自己株式  － △53 △0.0 △53 －

株主資本合計  －  72,355 71.4 72,355 －

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券 

    評価差額金 
－  703  －

評価・換算差額等合計  － 703 0.7 703 －

純資産合計  － 73,058 72.1 73,058 －

負債純資産合計  － 101,354 100.0 101,354 －
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      ②中間損益計算書 
（単位：百万円） 

前中間会計期間 

（ 自 平成 17 年 １月 １日  

至 平成 17 年 ６月 30 日 ） 

（Ｂ） 

当中間会計期間 

（ 自 平成 18 年 １月 １日  

至 平成 18 年 ６月 30 日 ） 

（Ａ） 

比較増減 

（Ａ）-（Ｂ） 

前事業年度 

要約損益計算書 

（ 自 平成 17 年  １月 １日  

至 平成 17 年 12 月 31 日 ） 

区  分 

金額 百分比 金額 百分比 金額 金額 百分比 

    ％ ％  ％

Ⅰ 売上高  75,080 100.0 72,446 100.0 △2,633 158,338 100.0

Ⅱ 売上原価  43,349 57.7 42,280 58.4 △1,069 92,662 58.5

   売上総利益  31,730 42.3 30,165 41.6 △1,564 65,676 41.5

Ⅲ 販売費及び 

    一般管理費  30,718 40.9 30,345 41.8 △373 62,001 39.2

   営業利益又は 

営業損失(△)  1,011 1.4 △179 △0.2 △1,190 3,674 2.3

Ⅳ 営業外収益   ※１  651 0.8 563 0.8 △88 1,304 0.8

Ⅴ 営業外費用   ※２  245 0.3 269 0.4 23 449 0.3

   経常利益  1,417 1.9 114 0.2 △1,303 4,530 2.8

Ⅵ 特別利益    ※３  4 0.0 3 0.0 △1 951 0.6

Ⅶ 特別損失   ※４  615 0.8 664 0.9 48 1,320 0.8

税引前中間（当期）

純利益又は中間純損

失(△)  805 1.1 △547 △0.7 △1,353 4,160 2.6

法人税、住民税 

及び事業税 12  12  25

法人税等調整額 163 175 0.2 △534 △522 △0.7 △697 1,361 1,386 0.9

中間（当期）純利益

又 は 中 間 純 損 失

(△)  630 0.9 △25 △0.0 △655 2,774 1.7

前期繰越利益  1,270 － － 1,270

中間配当額  － － － 750

中間（当期）未処分 

利益  1,900 － － 3,294
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      ③中間株主資本等変動計算書 

        当中間会計期間（自 平成 18 年１月１日 至 平成 18 年６月 30 日） 

       （単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 資本準備

金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 配当準備

積立金 

固定資産圧

縮積立金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 10,948 10,040 10,040 1,618 700 514 46,100 3,294 52,228

中間会計期間中の変動額     

  別途積立金の積立    1,000 △1,000 －

  剰余金の配当     △750 △750

  役員賞与の支給     △31 △31

  中間純損失     △25 △25

  自己株式の取得     

  株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純計） 
    

中間会計期間中の変動額合計    1,000 △1,807 △807

平成 18 年６月 30 日残高 10,948 10,040 10,040 1,618 700 514 47,100 1,487 51,421

 

株主資本 評価・換算差額等 

 
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金 

評価・換算差額等

合計 

純資産合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 △52 73,163 796 796 73,960

中間会計期間中の変動額   

  別途積立金の積立  －  －

  剰余金の配当  △750  △750

  役員賞与の支給  △31  △31

  中間純損失  △25  △25

  自己株式の取得 △1 △1  △1

  株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純計） 
 △93 △93 △93

中間会計期間中の変動額合計 △1 △808 △93 △93 △902

平成 18 年６月 30 日残高 △53 72,355 703 703 73,058
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成 17 年 １月  １日 (自 平成 18 年 １月  １日 (自 平成 17 年  １月  １日 項目 

 至 平成 17 年 ６月 30 日)  至 平成 18 年 ６月 30 日)  至 平成 17 年 12 月 31 日) 

（１） 有価証券 （１） 有価証券 （１） 有価証券 １．資産の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の債券 ① 満期保有目的の債券 ① 満期保有目的の債券 

  償却原価法 同左 同左 

  ② ② ② 

   

子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社

株式  

子会社株式及び関連会社

株式 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  ③ その他有価証券 ③ その他有価証券 ③ その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し､売却原価は

移動平均法により算定し

ております｡) 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入

法により処理し､売却原価

は移動平均法により算定

しております｡) 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し､売却原価は移動

平均法により算定してお

ります｡) 

   時価のないもの 時価のないもの  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

 （２） デリバティブ （２） デリバティブ （２） デリバティブ 

  時価法 同左 同左 

  （３） たな卸資産 （３） たな卸資産 （３） たな卸資産 

  ① 商品･製品 ① 商品 ① 商品･製品 

   総平均法による原価法   総平均法による低価法   総平均法による原価法 

 ② 貯蔵品 ②貯蔵品 ② 貯蔵品 

   

   

月別移動平均法による原価

法 

 月別移動平均法による低価

法 

 月別移動平均法による原価

法 

   

   

但し、一部は最終仕入原価

法 

但し、一部は最終仕入原価

法  

但し、一部は最終仕入原価

法 

（１） 有形固定資産 （１） 有形固定資産 （１） 有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方法 

 

   

   

   

   

    

定率法によっております。但

し、建物(建物附属設備を除

く)については定額法によっ

ております。なお、耐用年数

については、法人税法に規

定する方法と同一の基準に

よっております。 

定率法によっております。但

し、建物(建物附属設備を除

く)については定額法によっ

ております。なお、耐用年数

については、法人税法に規

定する方法と同一の基準に

よっております。 

また、特定の物流設備につ

きましては、使用可能期間に

よる定額法によっておりま

す。 

同左 

  （２） 無形固定資産 （２） 無形固定資産 （２） 無形固定資産 

   

   

   

   

   

  

   

   

定額法によっております｡な

お、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。但し、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

同左 同左 

 （３） 長期前払費用 （３） 長期前払費用 （３） 長期前払費用 

   

   

期間対応償却によっており

ます。 

同左 同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成 17 年 １月  １日 (自 平成 18 年 １月  １日 (自 平成 17 年  １月  １日 項目 

 至 平成 17 年 ６月 30 日)  至 平成 18 年 ６月 30 日)  至 平成 17 年 12 月 31 日) 

３．引当金の計上基準 （１） 貸倒引当金 （１） 貸倒引当金 （１） 貸倒引当金 

 売掛金等債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 同左 

（２） 退職給付引当金 （２） 退職給付引当金 （２） 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に

基づき、当中間会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15 年)による定額法によりそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

同左  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に

基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められ

る額を計上しております。 

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15 年)による定額法によりそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

 

（３） 役員退職慰労引当金 （３） 役員退職慰労引当金 （３） 役員退職慰労引当金 

 商法施行規則第 43 条の引

当金であり、役員の退職慰

労金支給に備えるため、内

規に基づく中間期末要支給

見込額を計上しております。

役員の退職により支給する 

退職慰労金支給に備えるた

め、内規に基づく中間会計

期間末要支給見込額を計

上しております。 

 商法施行規則第 43 条の引

当金であり、役員の退職慰

労金支給に備えるため、内

規に基づく当事業年度末要

支給見込額を計上しており

ます。 

 ― （４）   役員賞与引当金  ― 

 

       役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため支給見

込額に基づき計上しており

ます。 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成 17 年 １月  １日 (自 平成 18 年 １月  １日 (自 平成 17 年  １月  １日 項目 

 至 平成 17 年 ６月 30 日)  至 平成 18 年 ６月 30 日)  至 平成 17 年 12 月 31 日) 

４．リース取引の処理方法   

  

  

  

  

   

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 （１） ヘッジ会計の方法 （１） ヘッジ会計の方法 （１） ヘッジ会計の方法 

    金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採

用しております。 

同左 同左 

 （２） ヘッジ手段とヘッジ対象 （２） ヘッジ手段とヘッジ対象 （２） ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ①ヘッジ手段 

       金利スワップ 

②ヘッジ対象 

       借入金の利息 

①ヘッジ手段 

同左 

②ヘッジ対象 

同左 

①ヘッジ手段 

同左 

②ヘッジ対象 

同左 

 （３） ヘッジ方針 （３） ヘッジ方針 （３） ヘッジ方針 

    借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎

に行っております。 

同左 同左 

 （４） ヘッジ有効性評価の方法 （４） ヘッジ有効性評価の方法 （４） ヘッジ有効性評価の方法 

    金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので中

間決算日における有効性の

評価を省略しております。 

同左  金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので決

算日における有効性の評価

を省略しております。 

６．その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理について 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理について 

同左 

消費税等の会計処理について 

同左 
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会計処理の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成 17 年 １月  １日 (自 平成 18 年 １月  １日 (自 平成 17 年  １月  １日 

 至 平成 17 年 ６月 30 日)  至 平成 18 年 ６月 30 日)  至 平成 17 年 12 月 31 日) 

― （たな卸資産の評価基準及び評価方法） ― 

  従来、たな卸資産のうち商品は総平均法による原価

法にて、貯蔵品は主として月別移動平均法による原価

法によっておりましたが、平成 18 年 7 月 1 日に株式交

換により完全親会社「コカ・コーラウエストホールディン

グス(株)」を設立することを機に、コカ・コーラウエストホ

ールディングス(株)と会計処理方法を統一するために、

当中間会計期間から、商品は総平均法による低価法、

貯蔵品は移動平均法による低価法を採用しておりま

す。この変更による当中間会計期間の損益に与える影

響はありません。 

 

 （役員賞与に関する会計基準）  

  当中間会計期間より｢役員賞与に関する会計基準｣

（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 企業会

計基準第 4 号）を適用しております。 

この結果、従来の方法と比較して、営業損失及び税

引前中間純損失はそれぞれ 9 百万円増加し、経常利

益は 9 百万円減少しております。 

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

  当中間会計期間より、｢貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準｣（企業会計基準委員会 平成

17 年 12 月 9 日 企業会計基準第５号）及び｢貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用方

針｣（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

なお、従来の｢資本の部｣の合計に相当する金額は

73,058 百万円であります。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

(平成 17 年６月 30 日) (平成 18 年６月 30 日) (平成 17 年 12 月 31 日) 

※１ 消費税等の取扱い ※１ 消費税等の取扱い ※１ 消費税等の取扱い 

  

  

  

仮受消費税等は、仮払消費税等と相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

 仮払消費税等は、仮受消費税等と相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

－ 

２ 保証債務   ２ 保証債務   ２ 保証債務  

      

      

  

従業員の金融機関からの住宅資金借入

金に対する保証 0 百万円を行っておりま

す。   

関係会社の金融機関からの運転資金借

入金に対する保証 20 百万円を行ってお

ります。   

関係会社の金融機関からの運転資金借

入金に対する保証 20 百万円及び従業

員の金融機関からの住宅資金借入金に

対する保証 0 百万円を行っております。

 

 

（中間損益計算書関係） 

（単位：百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成 17 年 １月  １日 (自 平成 18 年 １月  １日 (自 平成 17 年  １月  １日 

 至 平成 17 年 ６月 30 日)  至 平成 18 年 ６月 30 日)  至 平成 17 年 12 月 31 日) 

※１ 営業外収益の主要な項目 ※１ 営業外収益の主要な項目 ※１ 営業外収益の主要な項目 

   受取利息 24     受取利息 14    受取利息 48 

  不動産賃貸収入 100    不動産賃貸収入 89   不動産賃貸収入 195 

   受取配当金 503     受取配当金 386    受取配当金 1,001 

※２ 営業外費用の主要な項目 ※２ 営業外費用の主要な項目 ※２ 営業外費用の主要な項目 

   支払利息 60     支払利息 42    支払利息 118 

   不動産賃貸原価 69     不動産賃貸原価 57    不動産賃貸原価 135 

   貯蔵品他廃棄損 95     貯蔵品他廃棄損 144    貯蔵品他廃棄損 166 

※３ 特別利益の主要な項目 ※３ 特別利益の主要な項目 ※３ 特別利益の主要な項目 

― ―  関係会社株式売却益 923 

※４ 特別損失の主要な項目 ※４ 特別損失の主要な項目 ※４ 特別損失の主要な項目 

   販売機器売却及び除却損 237     販売機器売却及び除却損 202    販売機器売却及び除却損 445 

   新紙幣対応費用 318     統合関連費用 274    新紙幣対応費用 351 

       電話加入権評価損 116    固定資産除却補償金 257 

        貸倒引当金繰入額 141 

５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  

   有形固定資産 4,016     有形固定資産 4,035    有形固定資産 8,743 

   無形固定資産 471     無形固定資産 572    無形固定資産 1,000 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                                                            （単位：株） 

自己株式 
前事業年度末      

株式数 

当中間会計期間     

増加株式数 

当中間会計期間     

減少株式数 

当中間会計期間末    

株式数 

普通株式 （注） 60,360 1,042 ― 61,402

合計 60,360 1,042 ― 61,402

（注） 普通株式の自己株式の増加 1,042 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
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（リース取引関係） 

（単位：百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成 17 年 １月  １日 (自 平成 18 年 １月  １日 (自 平成 17 年  １月  １日 

 至 平成 17 年 ６月 30 日)  至 平成 18 年 ６月 30 日)  至 平成 17 年 12 月 31 日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  借手側     借手側    借手側   

① リース物件の取得価額相当額、 ① リース物件の取得価額相当額、 ① リース物件の取得価額相当額、 

  減価償却累計額相当額及び  減価償却累計額相当額及び  減価償却累計額相当額及び 

  中間期末残高相当額  中間期末残高相当額  期末残高相当額 

  工具器具 機械及び   工具器具   工具器具 

  及び備品 装置 合計   及び備品   及び備品 

取得価額 

相当額 
653  900  1,553  取得価額相当額 537 取得価額相当額 566 

減価償却 

累計額 

相当額 

396  831  1,227  減価償却累計額相当額 374 減価償却累計額相当額 367 

中間期末 

残高 

相当額 

257  68  326  中間期末残高相当額 162 期末残高相当額 199 

(注) 取得価額相当額は未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により、算

定しております。 

(注) 同左 (注) 取得価額相当額は未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により、算定してお

ります。 

② 未経過リース料中間期末残高 ② 未経過リース料中間期末残高 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  相当額   相当額   

  １年以内 188   １年以内 102  １年以内 104 

  １年超 137   １年超 60  １年超 94 

  合計  326   合計  162  合計  199 

(注) (注) (注) 

    

    

    

    

  

未経過リース料中間期末残高相当

額は未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。  

同左 

 

未経過リース料期末残高相当額は

未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り、算定しております。 

③ 支払リース料、減価償却費相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額

  支払リース料 107   支払リース料 55  支払リース料 209 

  減価償却費相当額 107   減価償却費相当額 55  減価償却費相当額 209 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    

    

  

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。  

同左 

 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

   借手側   借手側   借手側 

   未経過リース料     未経過リース料    未経過リース料  

   １年以内 186    １年以内 194   １年以内 194 

   １年超 299    １年超 308   １年超 311 

   合計 485    合計 502   合計 506 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間（平成 17 年６月 30 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（平成 18 年６月 30 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               該当事項はありません。 

 

前事業年度（平成 17 年 12 月 31 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               該当事項はありません。 

 

 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

 

（重要な後発事象） 

 

株式交換契約に伴う完全子会社化 

当社とコカ・コーラウエストホールディングス株式会社は、平成 18 年３月 30 日開催の定時株主総会において承認された 

株式交換契約書に基づき、平成 18 年７月１日に株式交換を実施し、当社は同社の完全子会社となりました。 

 


